
賃貸借契約書（案）

１．件 名 小中学校校務支援システム賃貸借（債務負担行為）

２．設 置 場所 小中学校５校及び教育委員会教育課

３．賃貸借期間 令和９年２月１日から令和１４年１月３１日まで

４．賃 借 料 [月 額 ] 金 円

（うち消費税額及び地方消費税額 円 )

○年 額

・令和８年度 円

（うち消費税額及び地方消費税額 円）

・令和９年度 円

（うち消費税額及び地方消費税額 円）

・令和１０年度 円

（うち消費税額及び地方消費税額 円）

・令和１１年度 円

（うち消費税額及び地方消費税額 円）

・令和１２年度 円

（うち消費税額及び地方消費税額 円）

・令和１３年度 円

（うち消費税額及び地方消費税額 円）

（ 注 １ ）「 消 費 税 額 及 び 地 方 消 費 税 額 」 は 、 消 費 税 法 第 ２ ８ 条 第 １

項 及 び 第 ２ ９ 条 並 び に 地 方 税 法 第 ７ ２ 条 の ８ ２ 及 び 第 ７

２ 条 の ８ ３ の 規 定 に よ り 、請 負 代 金 に １ １ ０ 分 の １ ０ を 乗

じ て 得 た 額 で あ る 。

（ 注 ２ ）税 法 の 改 正 に よ り 消 費 税 の 税 率 が 変 動 し た 場 合 は 、改 正 以

降 に お け る 上 記「 消 費 税 額 及 び 地 方 消 費 税 額 」は 変 動 後 の

税 率 に よ り 計 算 す る 。

５．契約保証金 免 除

上記の賃貸借について、賃借人と賃貸人とは、対等な立場における合意に

基づいて、別添賃貸借契約約款によって賃貸借契約を締結し、信義に従って

誠実にこれを履行するものとする。

この契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１

通を保有する。

令和 年 月 日

住 所 千葉県山武郡横芝光町宮川 11902番 地
賃 借 人 横芝光町

氏 名 横芝光町長 佐 藤 晴 彦

住 所
賃 貸 人

氏 名



賃 貸 借 契 約 約 款

（総 則）

第１条 賃借人及び賃貸人は、頭書の契約書（以下「契約書」という。）に定

めるもののほか、この約款及び別添仕様書に基づき、この契約を履行しな

ければならない。

２ 賃貸人は、仕様書記載の賃貸借物件（以下「物件」という。）を賃借人に

賃貸し、賃借人は、これを借り受ける。

（権利義務の譲渡）

第２条 賃貸人は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若

しくは承継させ、又はその権利を担保に供してはならない。ただし、あら

かじめ賃借人の承諾を得た場合は、この限りでない。

（秘密の保持等）

第３条 賃貸人は、この賃貸借契約によって知り得た秘密を他に漏らしてはな

らない。契約終了後も同様とする。

２ 賃貸人は、この契約により個人情報を取り扱う場合は、個人情報保護のた

め別添に掲げる「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。

（物件の納入等）

第４条 賃貸人は、物件を契約書及び仕様書等で指定された物件設置（保管）

場所へ、契約書に定める物件納入日までに賃貸人の負担で納入し、使用可

能な状態に調整した上、賃貸借期間の開始日（以下「使用開始日」という。）

から賃借人の使用に供さなければならない。

２ 賃貸人は、この物件を納入する上において当然必要なものは、賃貸人の負

担で行うものとする。

（物件の検査及び引渡し）

第５条 賃借人は、賃貸人から物件の納入を受けたときは、遅滞なく検査を行

い、検査に合格したときをもって、賃貸人から当該物件の引渡しを受けた

ものとする。

２ 前項の検査に直接必要な費用は、賃貸人の負担とする。

（引き換え又は手直し）

第６条 賃貸人は、納入した物件の全部又は一部が前条第１項の検査に合格し

ないときは、速やかに引き換え又は手直しを行い、契約書及び仕様書等に

適合した物件を納入しなければならない。この場合における引き換え又は

手直しに係る検査は、前条の規定を準用する。



（賃借料の支払）

第７条 賃貸人は、物件を賃借人が使用した月（以下「当該月」という。）の

翌月以後に、契約書又は別紙支払内訳書の定めるところにより、所定の手

続に従って賃借料の支払いを賃借人に請求するものとする。

２ 前項の賃借料の月額計算は、月の初日から末日までを１月分の月額として

計算するものとする。この場合において、当該月の使用が１月に満たない

とき又は賃貸人の責に帰する事由により当該月の使用が１月に満たなくな

ったときは、当該月の日数に応じた日割計算によるものとする。

３ 賃借人は、第１項の規定により適正な請求があったときは、その日から３

０日以内に第 1 項に定める賃借料を支払わなければならない。

（損害保険）

第８条 賃貸人は、賃貸借契約期間中、賃貸人を保険契約者とする動産総合保

険契約を賃貸人の負担により付保しなければならない。

２ 賃借人の責に帰す事由により物件が損害を受けた場合、賃借人は、賃貸人

に支払われた保険金をもって、損害賠償を免れるものとする。

（物件の保管及び使用方法）

第９条 賃貸人は、物件に賃貸人の所有権を明示する表示又は標識等を付すこ

とができる。

２ 賃借人は、契約書及び仕様書等に定める物件設置（保管）場所において、

物件を保管又は使用するものとし、これを変更する場合は、賃貸人の承諾

を得なければならない。

（物件の維持等）

第１０条 賃借人は、物件を善良なる管理者の注意をもって管理し、物件本来

の用法によって使用し、かつ、賃借人の通常の業務の範囲内で使用するも

のとする。

２ 賃借人は、物件に故障又は事故が生じたときは、直ちに賃貸人に報告しな

ければならない。

３ 賃貸人は、契約期間中、賃借人の承諾及び所定の手続きを経て物件設置（保

管）場所に立ち入って、物件の現状、保管状況を調査することができる。

４ 賃借人は、物件が常に正常な機能を果たす状態を保つため、別途契約によ

り、保守点検等を必要に応じて行い、その費用を負担するものとする。

５ 賃借人は、物件の保管及び使用によって、第三者に損害を及ぼしたときは、

その損害賠償の費用を負担するものとする。ただし、賃借人が通常の用法

によって物件を使用したにもかかわらず、物件の欠陥等、物件自体に起因



する損害が第三者に及んだときは、この限りでない。

（物件の原状変更）

第１１条 賃借人は、物件に装置、部品、付属品等を付着し、又は物件からそ

れらを取り外すときは、事前に賃貸人の承諾を受けなければならない。

（契約不適合責任）

第１２条 賃借人は、引き渡された物品が種類又は品質に関して契約の内容に

適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、賃貸人に対

し、物品の補修又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することがで

きる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要するときは、賃借人は履

行の追完を請求することができない。

２ 賃貸人は、賃借人に不相当な負担を課するものでないときは、賃借人が請

求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。

３ 第１項の場合において、賃借人が、その不適合を知った時から１年以内に

その旨を賃貸人に通知しないときは、賃借人は、同項の請求をすることが

できない。ただし、賃貸人が引き渡しの時にその不適合を知り、又は重大

な過失によって知らなかったときは、この限りでない。

４ 第１項の場合において、賃借人が相当の期間を定めて履行の追完の催告を

し、その期間に履行の追完がないときは、賃借人は、その不適合の程度に

応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれか

に該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求するこ

とができる。

（１）履行の追完が不能であるとき。

（２）賃貸人が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。

（３）この契約の目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時

又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達することが出来

ない場合において、賃貸人が履行の追完をしないでその時期を経過した

とき。

（４）前３号に掲げるもののほか、賃借人がこの項の規定による催告をし

ても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。

（物件の返還等）

第１３条 賃貸人は、この契約が終了したときは、速やかに賃借人の指示に従

い、物件を撤去するものとする。

２ 物件の撤去に要する費用は、賃貸人の負担とする。

３ 賃借人は、賃貸人が正当な事由がなく、相当な期間内当該物件を撤去せず、



又は物件設置（保管）場所の原状回復を行わないときは、賃貸人に代わっ

て物件を処分し、物件設置（保管）場所の原状回復を行うことができる。

この場合において、賃貸人は、賃借人の処分又は原状回復について異議を

申し出ることができず、また、賃借人の処分又は原状回復に要した費用を

負担しなければならない。

（賃貸借期間終了後の賃貸）

第１４条 賃借人は、契約書記載の賃貸借期間終了時に、賃貸人の物件の賃貸

の継続を請求することができる。

（契約内容の変更又は中止）

第１５条 賃借人は、必要がある場合には、賃貸人と協議の上、契約内容を変

更し、又は物件の納入を一時中止若しくは打ち切りをすることができる。

この場合において、契約金額又は期日を変更する必要があるときは、賃借

人賃貸人協議して書面によりこれを定めるものとする。

（賃借人の解除権）

第１６条 賃借人は、賃貸人が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を

解除することができる。

（１）賃貸人の責に帰する事由により使用開始日までに物件の納入を完了し

ないとき又は完了する見込みがないと賃借人が認めるとき。

（２）賃貸人が法令の規定により別段の資格を必要とされる場合に、その資

格を失ったとき。

(３ ) 賃貸人が法令又は契約に違反したとき。

(４ ) 賃 貸人が地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当したと

判明したとき。

（５）賃貸人の責に帰すべき事由により物件が滅失し又はき損し、使用不可

能となったとき。

(６ ) 賃貸人の責に帰する事由により契約の解除を申し出たとき。

２ 賃借人は、第１項の規定により賃貸人との契約を解除する場合において、

賃貸人の所在を確認できないときは、賃借人の事務所にその旨を掲示する

ことにより、賃貸人への通知にかえることができるものとする。この場合

における当該効力は、掲示の日から１０日を経過したときに生ずるものと

する。

３ 賃借人は、この契約の締結に係る入札その他当該契約の前提となる行為に

おいて、賃貸人に法令等に違反する不正の事実があったことが明らかにな

ったときは、契約を解除することができる。



（協議解除）

第１７条 賃借人は、契約期間中は、前条に規定する場合のほか、必要がある

ときは、賃貸人と協議のうえ、契約を解除することができる。

（賃貸人の解除権）

第１８条 賃貸人は、次の各号のいずれかに該当する事由のあるときは、契約

を解除することができる。

（１） 第１５条第１項の規定により、賃借人が物件の納入を一時中止させる

場合において、その中止期間が相当の期間に及ぶとき。

（２） 第１５条第１項の規定により、賃借人が契約内容を変更する場合にお

いて、賃借料が１／２以下に減少するとき。

（３） 賃借人の責に帰すべき事由により物件が滅失し、又はき損し、使用不

可能となったとき。

（解除に伴う措置）

第１９条 第１６条から前条までの規定により、この契約が変更又は解除され

た場合において、既に履行された部分があるときは、賃借人は、当該履行

部分に対する賃借料相当額を支払うものとする。

２ 前項による場合の物件の返還については、第１３条の規定を準用する。

（転貸の禁止）

第２０条 賃借人は、物件を第三者に転貸してはならない。ただし、あらかじ

め賃貸人の承諾があったときは、この限りでない。

（公租公課）

第２１条 物件に係る公租公課は、賃貸人が負担する。

（相殺）

第２２条 賃借人は、賃貸人に対して有する金銭債権があるときは、賃貸人が

賃借人に対して有する賃借料の請求権及びその他債権と相殺し、不足があ

るときは、これを追徴するものとする。

（管轄裁判所）

第２３条 この契約に係る訴訟については、専属管轄を除くほか、賃借人の所

在地を管轄する裁判所で行うものとする。

（補 則）

第２４条 契約書及びこの約款に定めのない事項については、必要に応じて賃

借人賃貸人協議して定めるものとする。


